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１．四半期財務情報の作成等に係る事項

会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有

最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無

連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有
  連結(新規) 1社 　(除外) －社　　　持分法 (新規)－社　(除外)－社

２．平成19年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成18年4月1日～平成18年12月31日）

（１）経営成績（連結）の進捗状況 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(注)経常収益、経常利益、四半期(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年同四半期（前期）増減率を示す。

（２）財政状態（連結）の変動状況

％

(注) 自己資本比率は、（期末純資産の部合計-期末新株予約権-期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除した
比率であり｢銀行法第14条の2の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件｣(平成5年大蔵省告示第55号）
に基づいて算出する連結自己資本比率ではありません。

（３）平成１９年３月期の連結業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日)

連結、個別ともに平成18年11月20日発表の業績予想から変更はございません。
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％
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経常収益

百万円 ％

 内容につきましては、後記「四半期財務情報作成のための基本となる事項」をご参照くだ
さい。
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自己資本比率
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株式会社 福岡銀行

(単位：百万円)

当四半期(A) 前年同四半期(B)

(平成19年3月期 (平成18年3月期

第3四半期末) 第3四半期末)

金　　額 金　　額 金　　額 金　　額

（資産の部）

現金預け金 243,040 237,067 5,973 341,898
コールローン及び買入手形 93,255 219,402 △126,147 95,272
買入金銭債権 93,375 73,336 20,039 71,284
特定取引資産 13,248 15,727 △2,479 6,016
有価証券 2,052,799 1,888,667 164,132 1,911,968
貸出金 5,326,142 5,166,302 159,840 5,115,390
外国為替 3,790 4,190 △400 3,853
その他資産 65,344 61,375 3,969 56,112
動産不動産 － 134,212 － 130,446
有形固定資産 128,735 － － －
無形固定資産 8,150 － － －
繰延税金資産 7,689 3,222 4,467 5,342
支払承諾見返 59,601 66,035 △6,434 61,727
貸倒引当金 △80,349 △89,642 9,293 △83,703
資産の部合計 8,014,822 7,779,897 234,925 7,715,610

（負債の部）

預金 6,616,069 6,418,592 197,477 6,557,710
譲渡性預金 324,798 241,458 83,340 137,479
コールマネー及び売渡手形 60,319 238,348 △178,029 201,774
債券貸借取引受入担保金 137,555 204,141 △66,586 147,270
特定取引負債 3,706 2,362 1,344 2,430
借用金 166,899 45,572 121,327 45,572
外国為替 178 121 57 231
社債 50,000 20,000 30,000 20,000
新株予約権付社債 18,217 28,458 △10,241 24,165
その他負債 87,569 67,947 19,622 79,487
退職給付引当金 438 386 52 411
繰延税金負債 － 6,541 △6,541 －
再評価に係る繰延税金負債 33,397 35,020 △1,623 34,560
連結調整勘定 － 96 － 88
負ののれん 66 － － －
支払承諾 59,601 66,035 △6,434 61,727
負債の部合計 7,558,819 7,375,082 183,737 7,312,910

（少数株主持分）

少数株主持分 － 1,180 － 1,261
（資本の部）

資本金 － 68,159 － 70,310
資本剰余金 － 46,373 － 48,515
利益剰余金 － 191,824 － 201,413
土地再評価差額金 － 51,915 － 48,850
その他有価証券評価差額金 － 56,063 － 43,103
自己株式 － △10,702 － △10,754

資本の部合計 － 403,634 － 401,438

負債、少数株主持分及び資本の部合計 － 7,779,897 － 7,715,610

（純資産の部）

資本金 73,291 － － －

資本剰余金 51,484 － － －

利益剰余金 224,124 － － －

自己株式 △10,879 － － －

（株主資本合計） 338,020 － － －

その他有価証券評価差額金 40,011 － － －

繰延ヘッジ損益 △76 － － －

土地再評価差額金 47,126 － － －

（評価・換算差額等合計） 87,061 － － －

少数株主持分 30,921 － － －

純資産の部合計 456,003 － － －

負債及び純資産の部合計 8,014,822 － － －

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１．(1)四半期連結貸借対照表

科　　目
(参考)
平成18年3月期

〔添 付 資 料〕

増　　減
(A)－(B)

－２－



株式会社 福岡銀行

(単位：百万円)

金　　額 金　　額 金　　額 金　　額

133,805 126,731 7,074 171,918

資金運用収益 99,450 94,495 4,955 126,782

(うち貸出金利息) ( 72,212 ) ( 69,150 ) ( 3,062 ) ( 91,861 )

( 25,815 ) ( 24,302 ) ( 1,513 ) ( 33,587 )

信託報酬 － － － 2

役務取引等収益 24,615 23,229 1,386 31,719

特定取引収益 1,701 1,011 690 1,488

その他業務収益 5,526 5,204 322 7,770

その他経常収益 2,511 2,790 △279 4,154

88,121 86,759 1,362 116,107

資金調達費用 21,056 16,872 4,184 22,638

(うち預金利息) ( 4,817 ) ( 2,295 ) ( 2,522 ) ( 3,052 )

役務取引等費用 7,629 6,562 1,067 9,120

その他業務費用 589 579 10 1,086

営業経費 56,280 56,607 △327 74,815

その他経常費用 2,566 6,137 △3,571 8,447

45,683 39,971 5,712 55,811

0 2,562 △2,562 2,584

831 2,913 △2,082 7,019

44,853 39,620 5,233 51,376

18,052 15,662 2,390 10,127

－ － － 9,709

△ 325 28 △353 114

27,127 23,929 3,198 31,425

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

法人税、住民税及び事業税

(2)四半期連結損益計算書

科　　　目

(参考)
平成18年3月期
（要約）

当四半期(A)
(平成19年3月期
第3四半期)

前年同四半期(B)
(平成18年3月期
第3四半期)

増　　減
(A)－(B)

四半期(当期)純利益　　         

経常収益

少数株主利益
(△は少数株主損失)

法人税等調整額

特別損失

経常利益　                 　

(うち有価証券利息配当金)

経常費用

特別利益

税金等調整前四半期(当期)純利益　　

－３－



株式会社　福岡銀行

(3)四半期連結株主資本等変動計算書

当四半期（自　平成18年4月1日　至　平成18年12月31日）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

△4,891 29,659 53,303

平成18年12月31日残高 40,011 △76 47,126 87,061 30,921 456,003

当四半期中の変動額合計 △3,091 △76 △1,723

1,723

株主資本以外の項目の
当四半期中の変動額
（純額）

△3,091 △76 △1,723 △4,891 29,659 24,767

土地再評価差額金の取崩

△128

自己株式の処分 5

自己株式の取得

△60

四半期純利益 27,127

役員賞与

5,947

剰余金の配当 △6,079

新株予約権の行使

91,953 1,261 402,699

当 四 半 期 中 の 変 動 額

平成18年３月31日残高 43,103 － 48,850

評　価　・　換　算　差　額　等
少数株主
持 分

純 資 産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

繰延ﾍｯｼﾞ
損 益

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合 計

△10,879 338,020

当四半期中の変動額合計 2,980

平成18年12月31日残高 73,291 51,484 224,124

2,968 22,711

1,723

△124 28,535

株主資本以外の項目の
当四半期中の変動額
（純額）

土地再評価差額金の取崩 1,723

4 5

自己株式の取得

自己株式の処分 1

△60

27,127

△128 △128

四半期純利益 27,127

役員賞与 △60

△6,079

新株予約権の行使 2,980

剰余金の配当 △6,079

2,967

△10,754 309,484

5,947

当 四 半 期 中 の 変 動 額

平成18年３月31日残高 70,310 48,515 201,413

株　主　資　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合 計

-4-



株式会社 福岡銀行

２．(1)四半期財務情報作成のための基本となる事項

[簡便な手続の内容]

　　(2)会計方針の変更

　最近連結会計年度から変更した重要な会計方針はありません。

３．セグメント情報

[事業の種類別セグメント情報]

[所在地別セグメント情報]

以　　上

当行は、中間(連結)財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、以下のとおり投資者等の
利害関係者の判断を大きく誤らせない範囲で一定の簡便な手続を採用しております。

連結会社は銀行業以外に保証業等を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占
める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

全セグメントの経常収益の合計に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セ
グメント情報の記載を省略しております。

当第3四半期における税金費用については、簡便法による税効果会計を適用しているた
め、法人税等調整額は四半期連結損益計算書「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示
しております。

貸倒引当金につきましては、12月末時点の債務者格付けに基づく対象残高に中間連結会
計期間(平成18年4月1日～平成18年9月30日)で使用したデフォルト率等を適用して算出し
ております。

－５－
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株式会社福岡銀行

国際資金利益の減少と経費の増加を国内資金利益の増加でカバーし、前年同期比
＋10億円となりました。

　【年度計画（公表予想計数）に対する進捗率 72.0%】

信用コストの減少を主因に前年同期比＋37億円となり、計画を上回るペースで
推移しております。

　【年度計画（公表予想計数）に対する進捗率 77.5%】

経常利益の増加および信用コストの戻り益（▲23億円）により前年同期比＋32
億円と計画を上回るペースで推移しております。

　【年度計画（公表予想計数）に対する進捗率 82.2%】

国際資金利益の減少と経費の増加を国内資金利益の増加でカバーし、前年同期比
＋10億円となりました。

　【年度計画（公表予想計数）に対する進捗率 72.0%】

信用コストの減少を主因に前年同期比＋37億円となり、計画を上回るペースで
推移しております。

　【年度計画（公表予想計数）に対する進捗率 77.5%】

経常利益の増加および信用コストの戻り益（▲23億円）により前年同期比＋32
億円と計画を上回るペースで推移しております。

　【年度計画（公表予想計数）に対する進捗率 82.2%】

四半期純利益　263億円四半期純利益　263億円

平成18年度 第3四半期決算 説明資料

１．損益の状況 【単体】

■　業績サマリー

コア業務純益　432億円コア業務純益　432億円

経常利益　　　426億円経常利益　　　426億円

426

578

422

584

432

(計画)

600

0

200

400

600

16年度 17年度 18年度

コア業務純益コア業務純益

192

271

231

302

263

(計画)

320

0

100

200

300

16年度 17年度 18年度

当期（四半期）純利益当期（四半期）純利益
（億円）（億円）

366

517

389

543

426

(計画

550

0

200

400

600

16年度 17年度 18年度

経常利益経常利益
（億円）

＜1～3Q実績＞

＜1～3Q実績＞

年度計画進捗率
72.0％

年度計画進捗率
72.0％

年度計画進捗率
77.5％

年度計画進捗率
77.5％

年度計画進捗率
82.2％

年度計画進捗率
82.2％

（単位：億円）

経常収益 【1,670】

業務粗利益
資金利益
国内部門
国際部門
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
うち国債等債券損益
うち外為売買損益

経費
一般貸倒引当金繰入額 ①

【600】

コア業務純益    【600】

不良債権処理額 ②
特定海外債権引当勘定繰入額 ③
株式等関係損益
その他臨時損益等

【550】

特別損益
うち貸倒引当金純取崩額 ④
うち固定資産減損損失
税引前四半期純利益

【320】

（信用コスト①＋②＋③－④）　【20】

（注）１．記載金額は単位未満を四捨五入して表示しております。

２．コア業務純益(432億円)＝業務純益(430億円)－一般貸倒引当金繰入額(－)－国債等債券損益（▲2億円)

３．【　　】は平成18年11月20日に発表した通期予想。

－
1 4 38
－ 23

四半期純利益　   263 231 32 302

441 386 55 499

543

14 △ 3 17 △ 43

経常利益　     　 426 389 37

△ 13 △ 15 2 △ 15
10 7 3 8

(△22) (26) (△48) (35)

－ △ 0 0 △ 0
1 62 △ 61 77

臨時損益等 △ 4 △ 69 65 △ 84

432 422 10 584

627業務純益　  　 430 458 △ 28
－ △ 35 35 △ 42
533 528 5 699

96 7 △ 1
△ 2 1 △ 3 △ 0

7 15
8 11 △ 3 15

△ 23 68
157 158 △ 1 215

8 1,039
750 719 31 970

前年同期比
（参考）
18年3月期

963 952 11 1,283
1,298 1,227 71 1,663

23
5

平成18年度
第3四半期

平成17年度
第3四半期

781 773

31 54

17 10
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株式会社福岡銀行

２．資産・負債等の状況

（１）貸出金の状況【単体】

平成18年12月末の貸出金残高は、18年9月末比1,103億円増加し53,257億円となりました。

公共公社向けは減少（年率△6.8％）したものの、個人貸出金（年率+5.1％）および一般法人貸出金（年率+3.8％）
は順調に増加しております。

住宅ローンは12,726億円（前年同期比+808億円、年率+6.8％）と堅調に推移しております。

中小企業等貸出金残高は38,569億円（18/9末比+613億円、前年同期比+2,112億円）、中小企業等貸出比率は

　 72.4％（18/9末比△0.4％、前年同期比+1.8％）となりました。

平成18年12月末の貸出金残高は、18年9月末比1,103億円増加し53,257億円となりました。

公共公社向けは減少（年率△6.8％）したものの、個人貸出金（年率+5.1％）および一般法人貸出金（年率+3.8％）
は順調に増加しております。

住宅ローンは12,726億円（前年同期比+808億円、年率+6.8％）と堅調に推移しております。

中小企業等貸出金残高は38,569億円（18/9末比+613億円、前年同期比+2,112億円）、中小企業等貸出比率は

　 72.4％（18/9末比△0.4％、前年同期比+1.8％）となりました。

（単位：億円）

（年率：％） 18/9末比 18/3末比 17/12末比 （年率：％） 17/9末比 17/3末比

貸出金 (3.1%) 53,257 1,103 2,107 1,597 (△ 0.4%) 51,660 △ 21 1,317
（除く政府向け） (3.1%) 53,257 1,103 2,107 1,597 (2.9%) 51,660 1,462 1,817
個人部門 (5.1%) 14,308 142 205 699 (4.8%) 13,609 195 489
法人部門 (2.4%) 38,950 962 1,903 900 (△ 2.1%) 38,050 △ 217 827
一般法人 (3.8%) 34,072 936 2,041 1,256 (1.5%) 32,816 1,173 1,270
公共公社等 (△ 6.8%) 4,878 26 △ 137 △ 356 (7.1%) 5,234 93 57
政府向け － － ― ― ― (△ 100.0%) － △ 1,483 △ 500

福岡県内貸出金 (1.6%) 42,190 693 969 683 (0.4%) 41,507 933 883

■  ローン残高
（単位：億円）

（年率：％） 18/9末比 18/3末比 17/12末比 （年率：％） 17/9末比 17/3末比

ローン残高 (5.4%) 14,035 172 243 720 (5.1%) 13,315 229 532
住宅ﾛｰﾝ (6.8%) 12,726 218 326 808 (6.2%) 11,918 257 575
消費者ﾛｰﾝ等 (△ 6.2%) 1,310 △ 45 △ 82 △ 87 (△ 3.3%) 1,397 △ 28 △ 43

■  中小企業等貸出金残高・比率
（単位：億円）

（年率：％） 18/9末比 18/3末比 17/12末比 （年率：％） 17/9末比 17/3末比

中小企業等貸出金残高 (5.8%) 38,569 613 1,388 2,112 (3.5%) 36,457 862 1,128
中小企業等貸出金比率 － 72.4% △ 0.4% △ 0.3% 1.8% － 70.6% 1.7% 0.4%
（注）特別国際金融取引勘定を除く。

18年12月末 17年12月末

18年12月末 17年12月末

18年12月末 17年12月末

貸出金期末残高貸出金期末残高

12,726

1,310

12,50812,36912,400
11,918

1,397

1,392 1,370
1,355

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17/12末 18/3末 18/6末 18/9末 18/12末

個人ローン残高個人ローン残高

13,31513,315 13,79213,792 13,73913,739
13,86313,863 14,035
14,035

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

17/12末 18/3末 18/6末 18/9末 18/12末

50

60

70

80

中小企業等貸出金中小企業等貸出金

中小企業等貸出比率

70.6％70.6％ 71.6％71.6％

72.7％72.7％

72.8％72.8％

36,87136,871

0

36,45736,457 37,181
37,181

37,95637,956

38,56938,569

72.4％72.4％

32,816 32,031 32,531 33,136
34,072

14,308

4,878

13,609 14,103 14,032
14,166

5,234 5,015 4,904
4,852

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

17/12末 18/3末 18/6末 18/9末 18/12末

貸出金残高貸出金残高

個　人個　人

一般法人一般法人

51,66051,660
51,46751,467

51,15051,150 52,15452,154

公共公社公共公社

53,25753,257

住宅ﾛｰﾝ住宅ﾛｰﾝ

消費者
ﾛｰﾝ等

消費者
ﾛｰﾝ等

0

（億円） （億円） （億円） (%)
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（２）預金の状況【単体】

（３）資産運用商品の状況

平成18年12月末の預金残高は、個人流動性預金の増加等により18年9月末比＋732億円増加し66,192億円

　　となりました（前年同期比＋1,969億円、年率＋3.1%）。

ＮＣＤを含めた総資金残高は、18年9月末比＋1,561億円増加し69,537億円となりました（前年同期比

　　＋2,803億円、年率＋4.2%）。

平成18年12月末の預金残高は、個人流動性預金の増加等により18年9月末比＋732億円増加し66,192億円

　　となりました（前年同期比＋1,969億円、年率＋3.1%）。

ＮＣＤを含めた総資金残高は、18年9月末比＋1,561億円増加し69,537億円となりました（前年同期比

　　＋2,803億円、年率＋4.2%）。

資産運用商品の販売は、投資信託や個人年金保険、個人向け国債等の公共債を中心に順調に拡大しております。

平成18年12月末の個人預かり資産の残高は18年9月末比＋648億円増加し8,471億円となりました。また、
個人預金に対する割合も同＋0.9%上昇し18.0%となっております。

資産運用商品の販売は、投資信託や個人年金保険、個人向け国債等の公共債を中心に順調に拡大しております。

平成18年12月末の個人預かり資産の残高は18年9月末比＋648億円増加し8,471億円となりました。また、
個人預金に対する割合も同＋0.9%上昇し18.0%となっております。

（単位：億円）

（年率:％） 18/9末比 18/3末比 17/12末比 （年率:％） 17/9末比 17/3末比

個人預金 (1.5%) 46,942 1,190 1,430 683 (2.8%) 46,259 1,182 2,080
流動性 (5.0%) 26,652 1,238 1,711 1,272 (8.6%) 25,380 1,463 2,669
固定性 (△ 2.8%) 20,290 △ 48 △ 281 △ 589 (△ 3.4%) 20,879 △ 281 △ 589
法人預金 (7.2%) 19,250 △ 458 △ 858 1,286 (2.0%) 17,964 △ 167 △ 2,404
流動性 (5.2%) 15,094 △ 680 △ 1,252 746 (0.7%) 14,348 △ 76 △ 2,462
固定性 (14.9%) 4,156 222 394 539 (7.4%) 3,617 △ 90 58
合計 (3.1%) 66,192 732 572 1,969 (2.6%) 64,223 1,015 △ 324
流動性 (5.1%) 41,746 558 459 2,018 (5.6%) 39,728 1,387 207
固定性 (△ 0.2%) 24,446 174 113 △ 50 (△ 2.0%) 24,496 △ 371 △ 530
（注）法人預金は、公金預金及び金融機関預金を含む。

決済用普通預金 (△ 0.8%) 5,441 △ 812 △ 720 △ 44 － 5,485 △ 257 1,687
（注）決済用普通預金は、平成17年1月より取扱開始。

福岡県内預金 (2.6%) 62,003 945 773 1,571 (2.3%) 60,432 936 245

総資金(預金+ＮＣＤ) (4.2%) 69,537 1,561 2,437 2,803 (2.5%) 66,734 668 961

18年12月末 17年12月末
預金期末残高預金期末残高

（単位：億円）

(年率:％)
18/9末比 18/3末比 17/12末比

合計 (38.6%) 8,471    648 1,802 2,358 7,823    6,669    6,113    

投資信託 (43.0%) 2,960     250 621 890 2,710     2,339     2,070     

個人年金保険 (26.6%) 1,898     133 347 399 1,765     1,551     1,499     

外貨預金 (△ 11.0%) 243        △ 29 △ 26 △ 30 272        269        273        

公共債 (48.3%) 3,370     293 860 1,098 3,077     2,510     2,272     

17年12月末
　　18年12月末

18年3月末18年9月末

個人預かり資産残高個人預かり資産残高

預金・NCD残高預金・NCD残高

24,272

3,345

41,74641,18841,36741,28739,728

(5,485)
(5,441)

(6,585)(6,161) (6,253)

24,44624,22524,333
24,496

2,516
3,865

1,4802,511

0
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NCDNCD
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2,710 2,960

1,765
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個人
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6,1136,113

6,9476,947

6,6696,669

7,8237,823
個人預金に対する割合

13.2％13.2％

14.9％14.9％14.7％14.7％
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18.0％18.0％

8,4718,471

（億円） （億円） (%)
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（4）時価のある有価証券の評価差額 【連結】

平成18年12月末の有価証券残高（時価）は、18年9月末比＋429億円増加し19,281億円となりました。

有価証券評価差額（含み益）は、利付変動国債の価格下落および国内外の金利上昇等により18年9月末比▲23億円
減少し670億円となりました。

平成18年12月末の有価証券残高（時価）は、18年9月末比＋429億円増加し19,281億円となりました。

有価証券評価差額（含み益）は、利付変動国債の価格下落および国内外の金利上昇等により18年9月末比▲23億円
減少し670億円となりました。

（単位：億円)

17年12月末

18/9末比 うち評価益 うち評価損 18/9末比 18/3末比 17/12末比

その他有価証券 19,281 429 670 899 229 △ 23 △ 52 △ 269 939
株式 1,447 190 779 799 20 △ 1 △ 133 △ 116 895
債券 12,256 36 △ 158 8 166 △ 37 56 △ 111 △ 47
国債 6,397 △ 46 △ 122 1 123 △ 27 34 △ 67 △ 55
地方債 756 38 △ 6 0 7 0 3 △ 5 △ 1
社債 5,103 44 △ 30 7 36 △ 9 19 △ 39 9
外国債券 5,029 145 △ 4 37 41 △ 16 △ 2 △ 71 67
その他 549 57 53 55 2 31 28 29 24

　      ２．「有価証券」について記載しております。譲渡性預け金、買入金銭債権中のコマーシャルペーパー は該当ありません。

　      ３．満期保有目的の債券に係る含み損益は以下のとおりであります。

（単位：億円)

17年12月末

18/9末比 うち益 うち損 18/9末比 18/3末比 17/12末比

満期保有目的の債券 60 △ 0 △ 0 － 0 △ 0 0 △ 0 △ 0

18年12月末

帳簿価額 含み損益 含み損益

18年12月末

評価差額時　価

（注）１．上記の平成18年12月末及び平成17年12月末の「評価差額」は各月末時点の帳簿価額（償却原価法適用後、
　　　　　減損処理後）と時価との差額を計上しております。（平成18年9・3月末と同じベースで計上）

評価差額

有価証券残高（連結）有価証券残高（連結） 有価証券評価差額（連結）有価証券評価差額（連結）

4,991
4,895 5,059 5,103

5,077 5,375

1,4471,2571,2601,3471,323

7,153
7,1617,5536,8746,584

4,968

5,2895,424
5,578
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（億円） （億円）
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３．金融再生法ベースのカテゴリーによる開示

【参考】部分直接償却を実施した場合

（１）単体

（２）連結

平成18年12月末の「金融再生法開示債権（単体）｣は1,347億円（18年9月末比△20億円） 、総与信に占める開示
額の割合（不良債権比率）は2.50%（同△0.09%）となりました。

部分直接償却を実施した場合の不良債権残高は1,209億円（18年9月末比△27億円）、不良債権比率は2.25%（同
△0.10%）となります。

平成18年12月末の「金融再生法開示債権（単体）｣は1,347億円（18年9月末比△20億円） 、総与信に占める開示
額の割合（不良債権比率）は2.50%（同△0.09%）となりました。

部分直接償却を実施した場合の不良債権残高は1,209億円（18年9月末比△27億円）、不良債権比率は2.25%（同
△0.10%）となります。

（単位：億円）

18/9末比 18/3末比 17/12末比

312       7 17 △  14 305       295       326       

591       △  24 2 △  42 615       589       633       

444       △  2 △  151 △  198 446       595       642       

1 ,347    △  20 △  132 △  253 1 ,367    1 ,479    1 ,600    

53 ,953  1 ,127 2 ,119 1 ,563 52 ,826  51 ,834  52 ,390  

2 .50% △0 .09% △  0 .35% △  0 .55% 2 .59% 2 .85% 3 .05%

総与信額

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

17年12月末

合計
（金融再生法ベースの開示額）

総与信に占める開示額の割
合（不良債権比率）

危険債権

要管理債権

18年9月末 18年3月末18年12月末

（注） １． 総与信額＝貸出金＋外国為替＋未収利息＋支払承諾見返＋仮払金等

２．

３． 債務者区分との関係

○破産更生債権及びこれらに準ずる債権･･･「実質破綻先」及び「破綻先」の債権

○危険債権･･･「破綻懸念先」の債権

○要管理債権･･･要注意先のうち、債権毎の区分で「３ｶ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権

上記の平成18年12月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権のカテゴリー（以下、「開示区分」とい
う。）により分類しております。

また、各開示区分の金額は、平成18年9月末から同12月末までの倒産・不渡り等の客観的な事実及び行内格付の変動等を反映させた同12月末時点での当行の定め
る債務者格付・自己査定基準に基づく各残高を記載しております。

（単位：億円）

18/9末比 18/3末比 17/12末比

1,209 △ 27 △ 148 △ 228 1,236 1,357 1,437

2.25% △0.10% △ 0.37% △ 0.50% 2.35% 2.62% 2.75%

18年12月末

合計
（金融再生法ベースの開示額）

総与信に占める開示額の割
合（不良債権比率）

18年9月末 18年3月末 17年12月末

（単位：億円）

18/9末比 18/3末比 17/12末比

386       18 39 5 368       347       381       

591       △  25 1 △  45 616       590       636       

444       △  2 △  151 △  198 446       595       642       

1 ,421    △  9 △  111 △  237 1,430    1 ,532    1 ,658    

【参考】部分直接償却を実施した場合（18年12月末）

・金融再生法開示債権残高・・・1,247億円

危険債権

要管理債権

合計
（金融再生法ベースの開示額）

18年12月末

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

18年9月末 18年3月末 17年12月末

開示債権残高・不良債権比率
（単体・部分直接償却前）

開示債権残高・不良債権比率
（単体・部分直接償却前）

633
589

623 591

312305313295326

615

642

595 533
446

444

0

500

1,000

1,500

2,000

1 7 / 1 2末 1 8 / 3末 1 8 / 6末 1 8 / 9末 1 8 / 1 2末

-0.8

0.2

1.2

2.2

3.2

破産更生等
債権

破産更生等
債権

危険債権危険債権

要管理
債権

要管理
債権

1,6001,600

1,4791,479
1,4701,470

1,3671,367

3.05%3.05%

2.85%2.85% 2.82%2.82%

2.59%2.59%
2.50%2.50%

1,3471,347

開示債権残高・不良債権比率
（単体・部分直接償却後）

開示債権残高・不良債権比率
（単体・部分直接償却後）

633 589 623 591

163 173 181 174 174

615

444
446

533595

642

0

500

1,000

1,500

2,000

1 7 /1 2末 18 /3末 18 /6末 18 /9末 18 /12末

0.00

1.00

2.00

3.00

破産更生等
債権

破産更生等
債権

危険債権危険債権

要管理
債権

要管理
債権

1,4371,437
1,3571,357

1,3371,337

1,2361,236

2.75%2.75%
2.62%2.62%

2.57%2.57%

2.35%2.35%

2.25%2.25%

1,2091,209

（億円） （億円） (%)(%)
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５．デリバティブ取引【連結】

（1）金利関連取引

（2）通貨関連取引

（3）債券関連取引

（6）その他　　　　　　　　該当ありません。

（5）商品関連取引　　　　　該当ありません。

（4）株式関連取引　　　　　該当ありません。　　　　　　　　　　　

４．連結自己資本比率

（参考）

（注)１．単体自己資本比率は９％台前半を予想しております。

　　 ２．上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。

　　 ３．上記予想値は、「銀行法第14条の2の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成5年

　　　　 大蔵省告示第55号）」（現行規制）に基づき算出しております。

連結自己資本比率

連結ＴierⅠ比率

平成１9年3月末

予想値

９％台前半

７％台後半

国際基準を採用した場合

の連結自己資本比率
９％台後半 ９．９９％

平成18年3月末

実績

９．６５％

６．７７％

１０．４９％

平成18年9月末

実績

９．５０％

７．６２％

平成19年3月末の連結自己資本比率は9％台前半、連結TierⅠ比率は7%台後半を予想しております。平成19年3月末の連結自己資本比率は9％台前半、連結TierⅠ比率は7%台後半を予想しております。

（単位：億円）

契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

金利先物 40 0 0 － － － － － －

金利ｵﾌﾟｼｮﾝ － － － － － － － － －

金利ｽﾜｯﾌﾟ 2,902 10 9 2,517 9 9 776 5 4

金利ｽﾜｯﾌﾟｼｮﾝ 1,316 0 9 1,365 0 9 1,301 0 6

キャップ 736 0 1 746 0 1 770 △ 0 1

合　　計 10 19 9 19 5 12

※ヘッジ会計適用分を除く。

18年9月末 17年12月末区
分

店
頭

取
引
所

18年12月末
種　　類

（単位：億円）

契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取
引
所

通貨先物・
通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ

－ － － － － － － － －

通貨ｽﾜｯﾌﾟ 5,285 14 14 5,129 14 14 2,958 9 9

為替予約 496 2 2 458 2 2 336 2 2

通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ 191 0 △ 0 231 0 △ 0 165 0 0

合　　計 16 15 16 16 12 12

※ヘッジ会計適用分を除く。

18年9月末 17年12月末

店
頭

区分 種　　類
18年12月末

（単位：億円）

契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

債券先物ｵﾌﾟｼｮﾝ 8 △ 0 △ 0 － － － 28 △ 0 △ 0

債券先物 4 0 0 3 △ 0 △ 0 2 △ 0 △ 0

合　　計 △ 0 △ 0 △ 0 △ 0 △ 0 △ 0

※ヘッジ会計適用分を除く。

区分 種　　類
18年12月末 18年9月末 17年12月末

取
引
所




